
 

 

議案第 99号  

 

   令和元年度西脇市立西脇病院事業会計補正予算（第１号）  

 

（総則）  

第１条  令和元年度西脇市立西脇病院事業会計の補正予算（第１号）

は、次に定めるところによる。  

 

（収益的収入及び支出の補正）  

第２条  令和元年度西脇市立西脇病院事業会計予算（以下「予算」と

いう。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。  

 

収        入     （単位  千円）

科    目  既決予定額  補正予定額  計  

第１款  病 院 収 益 

第２項   医 業 外 収 益 

8,611,791

594,902

13,183 

13,183 

8,624,974

608,085

 

支        出     （単位  千円）

科    目  既決予定額  補正予定額  計  

第１款  病 院 費 用 

第１項   医 業 費 用 

8,607,288

8,365,216

13,183 

13,183 

8,620,471

8,378,399

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正）  

第３条  予算第８条第１号中「  4,438,898千円」を「  4,485,691千円」

に改める。  

 

  

  令和元年 11月 29日  

 

西脇市長  片  山  象  三     
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１

２

３

４

予 算 に 関 す る 説 明 書

予 算 の 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

当 年 度 予 定 貸 借 対 照 表



（単位　千円）

区       分 金    額

1 8,611,791 13,183 8,624,974

2 594,902 13,183 608,085

5
30,186 13,183 43,369

専門研修プログラ
ム派遣施設負担金

13,183

8,611,791 13,183 8,624,974合　　　　　　　　　計

１　令和元年度西脇市立西脇病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

収　益　的　収　入　及　び  支　出

そ の 他
医業外収益

収         入

款 項 目

病 院 収 益

医業外収益

備     考

専門研修プログラムに係
る専攻医派遣負担金の増

既決予定額 補正予定額 計
補正予定額説明
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（単位　千円）

区       分 金    額

1 8,607,288 13,183 8,620,471

1 8,365,216 13,183 8,378,399

1 4,438,898 46,793 4,485,691 給 料 36,854

職 員 手 当 28,892

賃 金 △ 18,062

報 酬 △ 5,252

法 定 福 利 費 4,361

2 1,651,153 △ 37,897 1,613,256 薬 品 費 △ 37,897

3 1,488,664 14,803 1,503,467 雑 費 14,803

器 械 備 品
減 価 償 却 費

8,607,288 13,183 8,620,471合　　　　　　　　　計

4 減価償却費 724,784 △ 10,516 714,268 △ 10,516 購入機器確定による減

材 料 費 薬品費の減

経 費
専門研修プログラムに係
る専攻医受入負担金の増

病 院 費 用

医 業 費 用

給 与 費

計
補正予定額説明

備     考

支　　　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額
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既決予定額 補正予定額             計

⑴ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 6,955 △ 61 6,894

減価償却費等 724,794 △ 10,516 714,278

固定資産除却額 8,000 0 8,000

退職給付引当金の増減額 △ 8,401 0 △8,401

賞与引当金等の増減額 1,836 0 1,836

貸倒引当金の増減額 200 △ 104 96

長期前受金戻入額 △ 432,551 0 △432,551

受取利息配当金 △ 10 0 △10

支払利息 157,524 0 157,524

未収金の増減額（△は増加） △ 28,234 105 △28,129

未払金の増減額 △ 32,369 0 △32,369

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,942 △ 24,279 △18,337

その他流動負債の増減額 738 △ 3,691 △2,953

　　　小　　　計 404,424 △ 38,546 365,878

利息及び配当金の受取額 10 0 10

利息の支払額 △ 157,524 0 △157,524

業務活動によるキャッシュ・フロー 246,910 △ 38,546 208,364

⑵ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 214,347 0 △214,347

前払金の増減額 31,130 0 31,130

一般会計からの繰入金による収入 392,379 0 392,379

未払金の増減額 0 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 209,162 0 209,162

⑶ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入

150,000 0 150,000

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 672,131 0 △672,131

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 522,131 0 △522,131

資金増減額 △ 66,059 △ 38,546 △104,605

資金期首残高 1,617,649 67,190 1,684,839

資金期末残高 1,551,590 28,644 1,580,234

２　令和元年度西脇市立西脇病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

(平成31年４月１日から令和２年３月31日まで)

　(単位　千円）
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⑴ 総   括

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの

※ 期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

児童手当
手　　　当

退職給付費

時 間 外
勤務手当

管 理 職
手 当

扶養手当 地域手当
手　　　当 手　　　当手　　　当

宿 日 直
手 当

特殊勤務 夜間勤務 期末勤勉

補
正
前

比
　
較

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

資本勘定
支弁職員

合　　計

比　較

補正後

補正前

比　較

区　分

３　　給    与    費    明    細    書

区　　　分

損益勘定
支弁職員

報　　酬 給　　料 職員手当

職　員　数

特別職 一般職

（人） （人）

―
補
正
後

―

資本勘定
支弁職員

区　分

  435
  (5)

―

―

0  

補正後

補正前

（千円） （千円）

―

―

―

―

合　　計

―

損益勘定
支弁職員

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　　計

0  

 435
  (5)
  440
  (4)

 440
  (4)
 △5
　（1）

給　      　与　       　費

1,684,664 329,699 3,713,993

△ 5,252 36,854

1,567,089 1,684,664 329,699 3,713,993

法定福利費

0 0 0 0

（千円）

127,289 1,603,943 1,713,556

計
合　　計

（千円） （千円） （千円） （千円）

311,637 3,756,425 729,266 4,485,691

賃　　金

0

127,289 1,603,943 1,713,556 311,637 3,756,425 729,266 4,485,691

0 0

4,438,898

0 0 0 0 0 0

724,905

28,892 △ 18,062 42,432

0

0

132,541 1,567,089

4,361 46,793

132,541

△ 18,062 42,432 4,361 46,793

724,905

0 0 0 0

4,438,898

0 0

36,854 28,892

0  

 △5
　（1）

△ 5,252

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

40,847

40,302

545

59,525 423,292

0 8,016

114,109

（千円）

32,504

32,504

0

53,101 246,995

631 12,107

通勤手当 住居手当

24,480 665,263

52,470 234,888 59,525 415,276 113,104 24,480 661,268

1,005 0 3,995

休日勤務

（千円） （千円） （千円） （千円）

1,650 7,528

22,033 22,095 1,784 7,528

1,579 880 134 0

20,454 21,215
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⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細

 給与改定に伴う 給与改定の状況

 増減分 　 給料の改定率

 その他の増減分 定数減による減分  職員数の異動状況

異動による増減分

その他の増減分

 採用・退職の状況等

 その他の増減分  期末勤勉手当の改正

　 12月期 勤勉手当

 その他の増減分

年間支給割合

⑶ 給料及び職員手当の状況

ア 職員 １人当たり給与 （令和元年11月１日現在）

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

イ 初任給（給与改定後）

（国の制度）
医療職⑶

165,300　

看 護 師 短 大 ３ 卒 200,700　

６卒 210,500　 看 護 師 大 学 卒 212,600　
大　学　卒 182,200　 ― 249,800

初任給調整手当有

４卒 188,400　

高　校　卒 150,600　 147,900　 ― ― 准 看 護 師

区　　分 行政職 行政職⑵ 医療職⑴ 医療職⑵ 区　　分

行政職

看 護 師 大 学 卒
182,200　

154,900　

看 護 師 短 大 ３ 卒
305,800　

医療職⑴

314,968　 314,380　 

371,898　 

275,334　 

医療職⑵

468,834　 

平均給料月額

平 均 年 齢

区　　分

４卒

平 均 年 齢

321,260　 

314,459　 314,380　 

154,900　

43.7　 

高　校　卒

207,300　
大　学　卒 182,200　

給与改定前

232,900　

45.8　 

６卒

行政職⑵

―

平均給与月額

区　分

給　　　料

職員手当

平均給料月額

給与改定後 平均給与月額

増　減　事　由　別　内　訳

（千円）

増　減　額

（千円）

28,892 28,892

33,505
△13,386千円

補正後

補正前

36,854 3,349

区　　分

39,686千円

説　　　明

7,205千円
37人

42人

△ 42人

435人

440人

備　　　　　　　考

0人

増 　減

給与改定実施時期
　 平成31年 ４月 １日

0.21%

(現に在職する職員数) (その他)　　(計)

435人

398人

(異動を含む。）

5人△   

372,407　 

行政職 行政職⑵

276,158　 

19,792千円

49人

229,700　

223,700　

296,807　 

372,608　 321,260　 

351,424　 1,487,023　 

1,495,705　 

37.4　 

469,168　 

196,600　

296,104　 

57.2　 36.6　 45.8　 

352,248　 

36.6　 

准 看 護 師―

57.2　 

退　 　 職

43.7　 

医療職⑶

採  　　用

 給与改定に伴う増減分

9,100千円

54人

 　0.925月分→0.975月分

　 4.45月分→4.50月分

医療職⑴

（単位　円）

区　　分

371,905　 

37.4　 

医療職⑶

医療職⑵
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ウ 級別職員数

※　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの

（級別の標準的な職務内容）

 

  267
　 （3）

100.0
(100.0)

計
  88
  （2）

100.0
(100.0)

２級

計

１級

22

２級 １級

３級

主 任

薬 剤 師

100.0 計 5 100.0

医療職⑶
准 看 護 師

主 任

区　分 ５級 ４級 ３級

看 護 師

准 看 護 師

(人) (％)
級

職員数

100.053計

３級

令和元年

11 月 １ 日

現　在

２級

２級

１級

３級

3

7

行政職

区　　分

行政職 ⑵ 医療職 ⑴ 医療職 ⑵

構成比
級

職員数 構成比
(人)

医療職 ⑶

構成比

５級1.91

級
職員数

(人)
構成比

(％) (％)(％)

1７級 0.42

級

2.3

職員数
(％) (人)

構成比
(人)

３級
   59
　 (2)

   67.0
(100.0)

73.6２級

１級

級
職員数

8

8

６級

５級

７級

６級

５級

４級

８級 ５級

４級

３級

31.8

9.1

4

2

1 4.6

13.6

13.6

9.1

4

1

3

18.2

2

39

13

80.0

20.0

9.1

11

24.5 9.1

12.5

３級

　177
　　(3)

56

１級

４級

12.3

21.0

 66.3
(100.0)

２級

33４級

１級

看 護 主 査

看 護 課 長 補 佐

看 護 課 長
看 護 局 次 長

副 院 長

看 護 局 長

医 長

計

区　分 ３級 ２級 １級

医療職⑴

副 院 長

病 院 長
局 長

医療職⑵

薬 剤 部 長 薬 剤 長 薬剤長補佐

２級

医 員
部 長

区　分 ７級 ６級 １級

マッサージ師臨床検査技師等技師長補佐

技 師 部 長 技 師 長 主 査 臨床検査技師等

４級５級
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エ 昇給

合　　計 行政職 行政職 ⑵ 医療職 ⑴ 医療職 ⑶

(人) 435　 22　 5　 53　 267　 

(人) 384　 20　 2　 41　 245　 

１号給 (人) 3　 0　 0　 3　 0　 

２号給 (人) 1　 0　 0　 1　 0　 

３号給 (人) 61　 4　 0　 27　 21　 

４号給 (人) 319　 16　 2　 10　 224　 

５号給 (人) 0　 0　 0　 0　 0　 

(％) 88.3　 90.9　 40.0　 77.4　 91.8　 

キ 地域手当

    （％）

    （人）

    （％）

ク 特殊勤務手当

行政職 ⑵ 医療職 ⑴ 医療職 ⑵

(％) 26.1　 0.3　 94.6　 8.5　 

現 場 手 当 特殊宿日直手当 特殊宿日直手当

危 険 手 当 医 師 手 当 医療技術手当

危 険 手 当 危 険 手 当

ケ その他の手当

94.3　 20.0　 100.0　 100.0　 

医療職 ⑶

12.7　 

100.0　 

通　　勤　　手　　当 同 　じ

区　　分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和元年11月１日現在)

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

(％)

　　代表的な特殊勤務手当の名称

扶　　養　　手　　当 同 　じ

住　　居　　手　　当 同 　じ

区　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

－

特殊宿日直手当

夜間看護手当

危 険 手 当

看護業務手当

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

西脇市

16

53

16

代表的な職種
全職種

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数 医 療 職 ⑴

67　 

0　 

0　 

0　 

補
正
後

支給対象地域

86.4　 比率（Ｂ）／（Ａ）

号給数別
内      訳

9　 

区　　　　分 医療職 ⑵

職員数（Ａ） 88　 

昇給に係る職員数（Ｂ） 76　 
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１

　⑴

ア 土 地 501,900,563

イ 建 物 6,180,769,995

　　  　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,591,903,326 4,588,866,669

　 ウ 構 築 物 886,676,379

　　  　減 価 償 却 累 計 額 △ 250,505,902 636,170,477

エ 機 械 装 置 4,100,815,296

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,631,343,399 1,469,471,897

オ 器 械 備 品 4,113,000,165

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,121,298,362 991,701,803

カ 車 両 6,666,739

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,333,402 333,337

キ リ ー ス 資 産 4,015,200

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,820,600 1,194,600

ク その他有形固定資産 470,000

　　  　減 価 償 却 累 計 額 0 470,000

8,190,109,346

 ⑵

　 ア 電 話 加 入 権 1,860,358

イ 上下水道施設利用権 389,997

ウ 駐車場施設利用権 2,412,652

4,663,007

  ⑶

　 ア 長 期 前 払 消 費 税 331,757,962

331,757,962

8,526,530,315

２

⑴ 1,580,234,627

⑵ 1,266,722,468

△ 1,514,090 1,265,208,378

⑶ 66,212,147

⑷ 720,000

2,912,375,152

11,438,905,467資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

投 資 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

４　令和元年度西脇市立西脇病院事業予定貸借対照表

(令和２年３月31日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　産　の　部
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３
⑴

 ア 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 7,639,371,819 7,639,371,819

⑵ 671,112

 ⑶

ア 退 職 給 付 引 当 金 1,936,676,293 1,936,676,293

  9,576,719,224

４
⑴

ア 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 681,880,121 681,880,121

⑵ 619,488

⑶ 366,618,169

⑷

ア 退 職 給 付 引 当 金 16,000,000

イ 賞 与 引 当 金 218,116,060 234,116,060

⑸ 104,243,866

1,387,477,704

５
⑴ 3,420,942,656

⑵ △ 3,232,760,836

  188,181,820

 11,152,378,748

６
⑴ 1,163,767,095

1,163,767,095

７
　⑴

ア 国 県 補 助 金 21,911,989

イ 一 般 会 計 補 助 金 1,100,000,000

ウ 寄 附 金 4,681,625

エ 負 担 金 898,500

1,127,492,114

⑵

ア 当年度未処理欠損金 2,004,732,490

△ 2,004,732,490

　 △ 877,240,376

　 286,526,719

　 11,438,905,467負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

(単位　円）

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

　　負　債　の　部
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注記  

 

１  重要な会計方針  

 ⑴  資産の評価基準及び評価方法   

   貯蔵品  先入先出法による低価法による。  

 ⑵  固定資産の減価償却の方法  

  ア  有形固定資産（リース資産を除く。）  

   (ア)  減価償却の方法     定額法による。  

(イ)  主な耐用年数  

建   物        15～ 50年  

  構  築  物        10～ 50年  

  機械装置        ６～ 15年  

  器械備品        ５～ 20年  

  車●●両        ５年  

  イ  無形固定資産  

   (ア)  減価償却の方法     定額法による。  

   (イ)  主な耐用年数  

  駐車場施設利用権    30年  

  ウ  リース資産  

   (ア) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

による。  

⑶  引当金の計上方法  

  ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職

手当の要支給額から、兵庫県市町村職員退職手当組合における

積立金相当額を控除した金額を計上している。  

  イ  賞与引当金  

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上

している。  

  ウ  貸倒引当金  

    債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性の検討により、回収不能見込額を計上している。  

⑷  消費税及び地方消費税の会計処理  

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。また、消  

費税及び地方消費税の取扱いを一括比例配分方式とする。  

 

２  予定貸借対照表等関連  
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 ⑴  企業債の償還に係る他会計の負担  

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から

起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は  5,361,657千円である。  

 ⑵  資産に係る引当金に関する事項  

   貸借対照表に計上されている未収金から、貸倒引当金  1,514千

円を控除している。  

⑶  引当金の取崩し  

  ア  退職給付引当金の取崩し   

令和元年度において、退職手当を支給するため取り崩すと見

込まれる退職給付引当金の額は、 15,929千円である。  

  イ  賞与引当金の取崩し  

    令和元年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため

取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は  659,432千円である。  

  ウ  貸倒引当金の取崩し  

   令和元年度において、債権の不納欠損による損失に充てるた

め取り崩すと見込まれる貸倒引当金の額は  1,300千円である。  

 

３  リース契約により使用する固定資産  

 ⑴  リース会計に係る特例措置  

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。  

⑵  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料

相当額  

   １年内     620千円  

   １年超    671千円  

    計    1,291千円  
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